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資料１ 条例等

1 彦根市環境基本条例 
(平成 11 年 3 月 23 日条例第 1 号)  

改正 平成 21 年 3 月 24 日条例第 22 号  

  

碧く広がる琵琶湖と緑かがやく鈴鹿の山並みを望

む本市は、幾筋もの河川がおりなす豊かな自然の中

で地域固有の文化を育み、人と文化の交流を通じて

貴重な歴史および文化環境を形づくってきた。 

この恵まれた環境は、先人たちから引き継いだかけ

がえのない財産である。 

わたしたちは、産業の発達と科学技術の進展に伴い、

より便利な暮らしを求め続ける中で、この豊かな環境

に対し少なからず負荷を与えている。その結果、身近

な自然環境やうるおいのある快適な生活環境が失わ

れつつあると同時に、広域的な生態系や地球規模の

環境にまでも大きな影響を与えることになった。 

もとよりすべての市民は、良好な環境の下で生活を営

むことができる権利を有するとともに、恵み豊かな環

境を保全、創出し、将来の世代に引き継いでいく責

務を負っている。 

今、わたしたちは環境の置かれている現実を直視し、

先人たちが知恵と工夫で培ってきた生活のしくみに

学びながら、人と自然とが共生できる社会を築き上げ

ていかなければならない。そのためには、わたしたち

のあらゆる行動が常に環境に配慮して進められるべ

きであり、すべての者がそれぞれの責任を果たしなが

ら、協力協働して地域を総合的に管理していくという、

環境パートナーの考え方に基づき行われなければな

らない。わたしたちはまた、本市が市単独に存在して

いるのではなく、市の周辺との関連の中に存在してい

るという認識を持ち、川筋を軸とした川の文化の視点

など、広域的視野に立った取組を進めていかなけれ

ばならない。 

このような認識の下に、地域の特性を生かしたうるお

いのある快適な環境の創出と、豊かな生態系を育み、

かけがえのない恵みを与えてくれている琵琶湖と山

並みの保全に努めていくとともに、地球環境も視野に

入れた持続的発展が可能な社会の実現を目指して、

ここに彦根市環境基本条例を制定する。 

 

目次 

第 1 章 総則(第 1 条－第 3 条) 

第 2 章 地域の各主体の連携および責務(第 4 条－

第 8 条) 

第 3 章 良好な環境の保全と創出に関する基本的

施策 

第 1 節 施策の策定等についての基本方針(第 9

条・第 10 条) 

第 2 節 環境に関する基本的な計画の策定(第 11

条－第 13 条) 

第 3 節 良好な環境の保全と創出のための基本施

策(第 14 条－第 16 条) 

第 4 節 良好な環境の保全と創出を推進するための

施策(第 17 条－第 24 条) 

第 4 章 環境審議会(第 25 条) 

第 5 章 市民参画の制度的保証(第 26 条) 

第 6 章 推進体制等(第 27 条－第 30 条) 

付則 

 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この条例は、良好な環境を保全し創出する

ため、基本理念を定め、ならびに市、市民、市民

団体および事業者の連携の下でそれぞれが果た

すべき責務を明らかにするとともに、良好な環境

の保全と創出に関する施策の基本となる事項を

定め、総合的かつ計画的に施策を推進し、もって

現在および将来の市民の健康で文化的な生活の

確保に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において「良好な環境」とは、現在

および将来の市民が健康を維持し、安全で快適

かつ文化的な生活を営むことができる生活環境、

自然環境ならびに歴史および文化環境をいう。 

2 この条例において「市民団体」とは、良好な環境

の保全と創出のための活動等を行うことにより、公

益の増進に寄与することを目的として、主として市

民により組織された団体をいう。 

3 この条例において「環境への負荷」とは、人の活

動により環境に加えられる影響であって、環境保

全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。 

4 この条例において「地球環境保全」とは、人の活

動による地球全体の温暖化またはオゾン層の破

壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少そ

の他の地球全体またはその広範な部分の環境に

影響を及ぼす事態に係る環境の保全をいう。 

(基本理念) 

第 3 条 良好な環境の保全と創出は、環境を健全で

恵み豊かなものとして維持することが人の健康で

文化的な生活に欠くことができないものであること

から、環境の恵みを等しく分かち合うための公平

な役割分担によって、将来の市民に良好な環境

を引き継いでいけるように、適切に行われなけれ

ばならない。 

2 良好な環境の保全と創出は、多様な生物が生息

できる豊かな自然環境が、広域的な広がりの中で

守り育てられるとともに、身近な自然を大切にする

心を養い、自然とのふれあいを深めることにより、

人と自然との共生が実現されるように行われなけ

ればならない。 

3 良好な環境の保全と創出は、永い年月の中で蓄

積された歴史的文化的資源の発掘、保存および

活用により、自然環境と調和した歴史的景観の保

全および市民生活との融合による魅力的なまちな

みの形成が図られるように行われるとともに、先人

たちが築いた文化の所産から、環境の大切さに

ついて多くの学ぶべき事がらがあることを知り、こ

れらを行動の中に生かすことにより行われなけれ

ばならない。 

4 良好な環境の保全と創出は、資源が有限であり、

環境の復元力もまた限界があることを認識し、す

べての者が環境への負荷を低減する努力を続け

ることにより、持続的発展が可能な社会が築き上

げられるように行われなければならない。 



 資‐2 

5 地球環境保全は、すべての者がこれを自らの課

題として認識し、あらゆる事業活動および日常生

活において積極的に推進されなければならない。 

 

第 2 章 地域の各主体の連携および責務 

(地域の各主体の連携) 

第 4 条 市、市民、市民団体および事業者は、それ

ぞれの役割の中で良好な環境の保全と創出につ

いての責務を果たすとともに、互いに公平かつ対

等の立場で連携していかなければならない。 

(市の責務) 

第 5 条 市は、第 3 条に定める良好な環境の保全と

創出についての基本理念(以下「基本理念」とい

う。)にのっとり、良好な環境の保全と創出に関す

る基本的かつ総合的な施策を策定し、および実

施するとともに、評価を行わなければならない。 

[第 3 条] 

2 市は、良好な環境を保全するために必要な調査

研究を実施しなければならない。 

3 前 2 項に定めるもののほか、市は、基本理念にの

っとり、市民、市民団体および事業者が行う、良好

な環境の保全と創出に関する事業または活動(以

下「環境保全活動」という。)に協力協働しなけれ

ばならない。 

(市民の責務) 

第 6 条 市民は、基本理念にのっとり、住み良い生

活環境を築くため、自らの行動によって良好な環

境を損なうことのないように互いに配慮するととも

に、日常生活において、資源およびエネルギー

等の使用ならびに廃棄物の排出等による環境へ

の負荷の低減に努めるものとする。 

2 市民は、基本理念にのっとり、市が行う良好な環

境の保全と創出に関する施策ならびに市民団体

および事業者が行う環境保全活動に協力協働す

るものとする。 

(市民団体の責務) 

第 7 条 市民団体は、基本理念にのっとり、環境保

全活動を進められるように、市民が参画できる体

制の整備、情報の提供および活動機会の充実等

を図るように努めるものとする。 

2 市民団体は、環境保全活動を積極的に推進する

とともに、市が行う良好な環境の保全と創出に関

する施策ならびに市民および事業者が行う環境

保全活動に協力協働するものとする。 

(事業者の責務) 

第 8 条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業

活動に伴い、良好な環境を阻害することがないよ

うに、自らの負担と責任において適切な措置を講

じるとともに、積極的に環境保全対策を推進する

ものとする。 

2 事業者は、基本理念にのっとり、資源およびエネ

ルギー等の有効利用を図るとともに、廃棄物の発

生抑制等を進めることにより、環境への負荷を低

減するように努めるものとする。 

3 前 2 項に定めるもののほか、事業者は、市が行う

良好な環境の保全と創出に関する施策ならびに

市民および市民団体が行う環境保全活動に協力

協働するものとする。 

 

第 3 章 良好な環境の保全と創出に関する基本的

施策 

第 1 節 施策の策定等についての基本方針 

(環境優先の理念および配慮) 

第 9 条 市は、自らが策定し実施する施策について、

環境優先の理念の下に、良好な環境の保全と創

出を図ることを旨として行わなければならない。 

2 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策の

策定および実施に当たっては、環境に十分配慮

するように努めなければならない。 

(広域的な環境保全) 

第 10 条 市は、自らが策定し実施する施策につい

て、市域のみならず、広域的な観点に立って環境

保全が図られるように努めるとともに、広域的な策

定および実施を必要とする環境の保全と創出に

関する施策については、国、他の地方公共団体

その他公共団体と協力してその推進を図るように

努めなければならない。 

第 2 節 環境に関する基本的な計画の策定 

(環境基本計画) 

第 11 条 市長は、良好な環境の保全と創出に関す

る施策を、総合的かつ計画的に推進するための

計画(以下「環境基本計画」という。)を策定しなけ

ればならない。 

2 環境基本計画には、環境の保全と創出に関する

長期的な目標、施策の方向と指針、その他の重

要事項を定めるものとする。 

3 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あ

らかじめ彦根市環境審議会の意見を聴くとともに、

市民等の意見を反映することができるように、必要

な措置を講じなければならない。 

4 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかに

これを公表し、周知しなければならない。 

5 前 2 項の規定は、環境基本計画の変更について

準用する。 

(環境基本計画との整合) 

第 12 条 市は、施策の策定および実施に当たって

は、環境基本計画との整合に努めるものとする。 

(地球環境保全に向けた地域行動計画) 

第 13 条 市長は、地球環境の保全に資するために、

持続的発展が可能な社会の実現に向けた地域行

動計画(以下「行動計画」という。)を策定しなけれ

ばならない。 

2 行動計画には、地球環境保全に関する基本方針、

地域目標、行動指針その他の事項を定めるものと

する。 

3 市長は、行動計画を定めるに当たっては、あらか

じめ彦根市環境審議会の意見を聴くとともに、市

民等の参画の下で行動計画案の策定が行われる

ように、必要な措置を講じなければならない。 

4 市長は、行動計画を定めたときは、速やかにこれ

を公表し、周知しなければならない。 

5 前 2 項の規定は、行動計画の変更について準用

する。 

第 3 節 良好な環境の保全と創出のための基本施

策 

(快適な生活環境の確保) 

第 14 条 市は、うるおいとやすらぎのある快適な生

活環境を確保するため、大気、水、土壌その他の

環境の自然的構成要素が良好な状態に保持され

るとともに、生活の場における安全性の確保なら

びに健康の保護および増進のために必要な措置

を講ずるとともに、快適な生活環境の確保のため
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の活動が地域において自主的に展開されるように、

情報の提供、普及啓発、活動の場の提供その他

の必要な措置を講ずるものとする。 

(生態系を配慮した自然環境の保全と創出) 

第 15 条 市は、多様な生物が微妙な生態系の均衡

の中で生息できる自然環境が、地域の自然的社

会的条件に応じて体系的に保全されるように努め

るとともに、公園その他の公共的施設の整備、お

よび人と自然とのふれあいを広げるための事業の

推進を図るように、必要な措置を講ずるものとする。 

(歴史および文化環境の特性を生かした魅力ある都

市空間の形成等) 

第 16 条 市は、歴史的文化的資源の発掘、保存お

よび活用により、趣きと深みのある個性的な都市

空間の形成ならびに自然環境と調和した、魅力あ

るまちの形成に努めるとともに、先人から引き継い

だ伝統および文化ならびに多彩な生活文化等が

環境にとって重要な意義を有することから、環境

学習等を通じてこうした文化の所産が良好な環境

の保全と創出のために生かされるように、必要な

措置を講ずるものとする。 

第 4 節 良好な環境の保全と創出を推進するための

施策 

(資源の循環利用等の促進) 

第 17 条 市は、廃棄物の減量および資源の循環的

な利用について、市民、市民団体および事業者

が行う活動が促進されるように、体制の整備、情

報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。 

2 市は、再生資源その他の環境への負荷の低減に

資する製品、原材料、役務等の利用の促進を図

るため、必要な措置を講ずるように努めなければ

ならない。 

(環境学習、環境教育の推進) 

第 18 条 市は、市民、市民団体および事業者が環

境の保全についての理解を深め、環境に配慮し

た生活および事業活動が自主的に推進されること

となるように、環境についての学習および教育の

振興に関し必要な措置を講ずるように努めるもの

とする。 

2 市は、環境についての理解が人間形成の上で極

めて重要であることから、学校、家庭および地域

において環境の保全についての学習が推進され

るように、情報の提供、広報活動の充実、学習の

場の提供等必要な措置を講ずるように努めるもの

とする。 

(市民団体の連携および支援) 

第 19 条 市は、市民団体が相互の情報交換に努め、

互いに連携することにより、環境保全活動の促進

が図られるように、市民団体の自主性を尊重しな

がら、必要な支援を行うように努めなければならな

い。 

(事業者の環境監査の推進) 

第 20 条 市は、事業者自らが環境への負荷の低減

について目標を定め、計画的に目標の達成を図

るための活動を推進し、その実施状況の点検およ

び評価を行うとともに、的確な環境の監査が行え

るように、情報の提供等必要な措置を講ずるよう

に努めるものとする。 

(協定の締結) 

第 21 条 市長は、生活環境および自然環境の保全

に関し必要と認めるときは、事業者と公害防止お

よび環境保全に関する協定を締結することができ

る。 

2 協定を締結した事業者は、当該協定を遵守しな

ければならない。 

(年次報告書の作成) 

第 22 条 市長は、毎年、環境の状況および良好な

環境の保全と創出に関して講じた施策等に関す

る報告書を作成し、これを公表するものとする。 

(環境保全に関する施設の整備) 

第 23 条 市は、良好な環境の保全と創出に関する

公共的施設の整備を図るために、必要な措置を

講ずるものとする。 

(国際的な情報交換等) 

第 24 条 市は、地球環境保全に資するため、国、県

等と連携を図りつつ、国際的な情報交換、技術交

流等の促進に努めるものとする。 

 

第 4 章 環境審議会 

第 25 条 環境基本法(平成 5 年法律第 91 号)第 44

条の規定に基づき、彦根市環境審議会(以下「審

議会」という。)を置く。 

2 審議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(1) 市の区域における良好な環境の保全と創出に

関し、基本的事項を調査審議すること。 

(2) 環境基本計画に基づき実施される施策等に関

し、その成果および実施状況について、市民参画

の下で評価検討を行うこと。 

3 審議会は、前項に規定する事項に関し、市長に

意見を述べることができる。 

4 市長は、前項の規定により意見を聞いたときは、

その内容を尊重して適切な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

5 審議会は、委員 20 人以内で組織する。 

6 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 諸団体の代表者 

(2) 学識経験を有する者 

(3) 関係行政機関の職員 

(4) 市民、市民団体および事業者 

(5) 公募により選出する者 

7 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

8 委員は、再任を妨げない。 

9 前各項に定めるもののほか、審議会の組織およ

び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

第 5 章 市民参画の制度的保証 

第 26 条 市長は、良好な環境の保全と創出に関す

る基本的な施策の策定および実施状況に関し、

定期的に市民から環境保全上の意見等を聴く場

を設けなければならない。 

 

第 6 章 推進体制等 

(推進体制) 

第 27 条 市は、良好な環境の保全と創出に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するため、体制

の整備その他の必要な措置を講じなければなら

ない。 

(市以外の者への協力要請) 

第 28 条 市は、市以外の者が市域の環境に影響を

及ぼすと認められる事業の計画および実施に当

たっては、本条例の趣旨が生かされるように、協
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力を求めるものとする。 

(一時滞在者の協力) 

第 29 条 旅行者その他の本市に一時滞在する者は、

基本理念に基づき、環境への負荷の低減その他

良好な環境の保全に努めるとともに、市が行う良

好な環境の保全と創出に関する施策ならびに市

民、市民団体および事業者が行う環境保全活動

に協力するものとする。 

(委任) 

第 30 条 この条例の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 11 年 7 月 1 日から施行する。

ただし、第 11 条から第 13 条までおよび第 25 条

の規定は、平成 11 年 4 月 1 日から施行する。 

(彦根市環境審議会条例の廃止) 

2 彦根市環境審議会条例(昭和 58 年彦根市条例

第 25 号。以下「旧条例」という。)は、平成 11 年 3

月 31 日をもって廃止する。ただし、この条例の施

行の際、旧条例第 3 条第 2 項の規定により委嘱さ

れた彦根市環境審議会委員は、この条例の第 25

条第 5 項の規定により委嘱されたものとみなし、そ

の任期は、平成 12 年 7 月 16 日までとする。 

 

 

付 則(平成 21 年 3 月 24 日条例第 22 号) 

 

この条例は、平成 22 年 8 月 1 日から施行する。 

 

この条例は、令和 3 年 3 月 19 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 彦根市低炭素社会構築都市宣言 
(平成 20 年 7 月 7 日告示第 136 号) 

 

わたしたちは、化石燃料の利用により、豊かで快適

な生活を享受してきたが、二酸化炭素などの温室効

果ガスを大量に排出した結果、地球的規模の温暖化

を招くに至った。 

この地球温暖化は、異常気象の頻発による自然災

害の激化など、人類の生存基盤である地球環境に大

きな影響を与えており、早急に、温室効果ガスの排出

量が少ない、持続可能な社会システムを構築する必

要に迫られている。 

この人類共通の課題を解決するため、わたしたち

彦根市民は、低炭素社会の実現が自らの責任である

ことを自覚し、あらゆる分野において温室効果ガスの

排出削減のための行動を実践することを誓い、ここに

彦根市を「低炭素社会構築都市」とすることを宣言す

る。 

 

平成 20 年 7 月 7 日 

彦根市 
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資料２ 市の概況

人口 （資料：彦根市統計書 各年 10 月 1 日現在）     

本市の令和元年（2019 年）の人口は、112,928

人となっており、ほぼ横ばいに推移しています。 

 

 

 

 

 

 

世帯数 （資料：彦根市統計書 各年 10 月１日現在）  

本市の令和元年（2019 年）の世帯数は、48,202

世帯となっています。一方で、1 世帯あたりの世帯

人員は、2.34 人と年々減少傾向にあり、核家族化

の進行がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

地目別土地利用 （資料：彦根市統計書）       

本市の土地利用割合は、田が最も高く、次いで

宅地、山林の順で高くなっており、自然的な土地

利用が減少し、これにかわって宅地などの都市的

な土地利用が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通                              

本市には、JR 琵琶湖線（東海道本線）と近江鉄

道による鉄道網や、名神高速道路、国道 8 号が南

北に、国道 306 号が東西に走っているなどの広域

的な道路網が存在しており、交通の要衝となって

います。 

市内の路線バスは、15路線が運行されています

が、そのうち 12 路線は民間事業者が公的助成を

受け運行している「コミュニティバス路線」となって

います。 

本市では、主に高齢者や自動車を利用されな

い方への支援を目的に「予約型乗合タクシー（愛

のりタクシー）」を運行しています。予約型乗合タク

シーの利用状況は、増加傾向を示している一方で、

行政負担額も増加しています。 

産業分類別就業者 （資料：国勢調査）         

平成 27 年（2015 年）における 15 歳以上の就業

者数は53,359人となっており、増減を繰り返してい

ます。 

本市は第 3 次産業の占める割合が高く、全体の

約 62.9％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林業 （資料：平成 29 年市町村別農業産出額（推計）） 

平成 29 年（2017 年）の農業生産額は約 29.9 億

円となっており、米の占める割合が最も高く約 68％、

次いで野菜が 19％、畜産が 6％となっています。 
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0
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平成 29 年（2017 年）における保有形態別林野

面積のうち、約 97％が私有林となっており、そのほ

とんどは個人が保有しているものとなっています。 

 

工業 （資料：工業統計）                 

従業者数および事業所数は増減を繰り返して

おり、平成 30 年（2018 年）における従業者数は

10,994 人、事業所数は 179 事業所となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

製造品出荷額は、増加傾向にあり、平成 30 年

（2018 年）における製造品出荷額は約 6,720 億円

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

商業 （資料：商業統計、経済センサス活動調査）    

従業者数および事業所数は、平成 19 年（2007

年）から平成 24 年（2012 年）にかけて大きく減少し

たものの、その後は緩やかな増加傾向にあり、平

成 28 年（2016 年）における従業者数は 9,099 人、

店舗数は 1,069 店となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

年間商品販売額も、従業者数や店舗数と同様

の推移をしており、平成 28 年（2016 年）における

年間商品販売額は約 2,449 億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観光 （資料：滋賀県観光入込客統計調査）        

平成 29 年（2017 年）における観光入込客数は、

約 342 万人となっており、観光客のほとんどが日帰

りであり、その数は増加傾向にあります。 

観光の目的別に見ると「歴史・文化」が最も高く

42.2％、「都市型観光」が 22.7％と高くなっていま

す。 
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資料３ 前計画の評価 

１ 指標について 
前計画の環境指標と個別指標について、審議会などで協議の結果、以下のように変更・削除しています。 

 

計画策定時 令和元年度現在（文字：変更・削除） 

基
本
方
向
１ 

環境学習会等の延べ参加者数 環境学習会等の延べ参加者数 

 自然観察会の参加者数  自然観察会の参加者数 

 出前講座の参加者数  出前講座の参加者数 

 環境啓発用パネル貸し出し件数  （削除） 

 広報ひこねや HP での環境情報提供数  広報ひこねや HP での環境情報提供数 

基
本
方
向
２ 

ゆとりの実感度 環境苦情の解決率 

 環境家計簿利用世帯数  （削除） 

 自転車・歩行者道路の整備率  自転車・歩行者道路の整備率 

 彦根基準の達成率  彦根基準の達成率 

 環境苦情件数  （削除） 

 環境こだわり農家実施面積の推移  環境こだわり農家実施面積の推移 

基
本
方
向
３ 

ホタルの確認場所数 ホタルの確認場所数 

 生活排水適正処理実施率  生活排水適正処理実施率 

 外来魚の駆除量  外来魚の駆除量 

 外来植物の駆除箇所数  外来植物の駆除箇所数 

 自然環境保全活動の開催数  （削除） 

基
本
方
向
４ 

歴史的建造物等の指定件数 市指定文化財の件数 

 特別史跡彦根城跡保存整備事業の進捗率  彦根市の歴史・文化財等に関する出前講座の参加者数 

 城下町景観形成地区内の古民家活用率  （削除） 

 ボランティアガイド登録数  ボランティアガイド登録数 

 美しいひこね創造事業の地域通貨“彦”交付率  （削除） 

基
本
方
向
５ 

ごみの最終処分量 ごみの最終処分量 

 1 人 1 日あたりのごみ等発生量  1 人 1 日あたりのごみ等発生量 

 リサイクル率  リサイクル率 

 マイバック持参率  （削除） 

基
本
方
向
６ 

市域の CO2削減率 市域の CO2削減率 

 公共施設における年間太陽光発電総量  （削除） 

 公共交通機関利用者数  公共交通機関利用者数 

 学校給食地産地消率  学校給食地産地消率 

 森林間伐実施面積の推移  森林間伐実施面積の推移 

２ 指標の達成状況 
環境指標及び個別指標計 22 項目のうち、目標を達成したのは 5 項目（達成率 22.7％）となっています。 

目標を達成したのは基本方向 1 の個別指標「広報ひこねや HP での環境情報提供数」、基本方向 2 の環境

指標「環境苦情の解決率」、基本方向 5 の環境指標「ごみの最終処分量」、個別指標「1 人 1 日あたりのごみ等

発生量」、基本方向 6 の環境指標「市域の CO2 削減率」となっています。なお、削除した指標「自然環境保全

活動の開催数」は愛知川右岸河畔林や市内の一級河川の草刈り、竹の伐採などを行ったこと、また、「マイバ

ック持参率」については、レジ袋の無料配布が中止され、マイバック持参が定着したことから、目標を達成して

います。 

一方で、基本方向 1 の環境指標「環境学習会等の延べ参加者数」や個別指標の「自然観察会の参加者数」、

「出前講座の参加者数」、基本方向 3 の個別指標「外来魚の駆除量」、「外来植物の駆除箇所数」、基本方向

4 の個別指標「彦根の歴史・文化財等に関する出前講座の参加者数」については、各種取組を進めているもの

の目標値との差が大きく、未達成となっています。  
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※橙色の網掛け：目標を達成した指標  

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

77
(H23)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

394(～H25)

895(H26～)

25%減(～H25)

71%増(H26～)

基準値 目標値 実績値
(H21年度) (R1年度) (H30年度)

10,521
(H29)
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環境学習会等の延べ参加者数 人 1,117
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項目

項目
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①自然観察会の参加者数

②出前講座の参加者数
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項目 105

項目

③広報ひこねやHPでの環境情報提供数

③環境こだわり農家実施面積の推移
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①生活排水適正処理実施率
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メッシュ 42
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5

1,036

4
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①１人１日あたりのごみ等発生量

②リサイクル率

個 別 目 標
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％

ごみの最終処分量
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単位

基本方向６　地球環境保全を考えた低炭素都市づくり

単位

11,000

市域のCO2削減率
千t-CO2 566 862

％

個 別 目 標

％

8％増 52％増

20.7

ha 53.2

9,153

14.3

13.0

項目

①公共交通機関利用者数

②学校給食地産地消率

③森林間伐実施面積の推移

千人

25.0

80.0

環 境 指 標

項目

市指定文化財の件数 件 88

②外来魚の駆除量

③外来植物の駆除箇所数

環 境 指 標

項目

①彦根の歴史・文化財等に関する出前講座の参加者数

②ボランティアガイド登録数

人 1,809

人 79

単位

2,494

79
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資料４ アンケート調査の概要 

１ 市民 

（１）調査概要 

調査対象 市内に住む 18 歳以上の市民から無作為に抽出した市民 

調査時期 令和 2 年(2020 年)3 月 23 日～4 月 10 日 

配布回収方法 郵送 

配布数 1,050 通  ［参考 前回平成 21 年（2009 年）調査時 1,300 通］ 

回収数 422 通    ［参考 前回平成 21 年（2009 年）調査時 549 通］ 

回収率 40.2％    ［参考 前回平成 21 年（2009 年）調査時 42.2％］ 

 

（２）回答者の属性 

年齢は「60 歳代」、職業は「会社員・団体職員など」が最も高く、それぞれ 25.4％、32.9％を占めています。

通勤・通学手段は「自家用車」が約半数を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）環境や環境問題に関する意識について 

環境問題に関する関心・興味は、「興

味・関心がある」が約半数を占めています。 

 

 

 

  

20歳未満

1.7% 20歳代

5.2%

30歳代

15.2%

40歳代

19.4%

50歳代

15.4%

60歳代

25.4%

70歳以上

17.8%

農林水産業

0.5% 自営業

5.5%

会社員、団

体職員など

32.9%

公務員、教

員など 5.5%

パート、ア

ルバイト

16.8%

家事専業

13.7%

学 生 1.9%

無 職

19.4%

その他

2.8%

無回答

0.9%

【年代】 【職業】 

とても興味・関心

がある 12.3%

興味・関心があ

る 58.1%

どちらとも

いえない

19.2%

あまり興味・関心

がない 9.2%

まったく興味・

関心がない

0.5%

無回答

0.7%

ＪＲ

6.6%

近江鉄道

0.2%
バス 0.5%

自家用車

（自動二輪

車含む）

49.5%

徒歩・自転車

9.2%

通勤通学し

ていない

27.3%

その他

1.4%

無回答

5.2%

【通勤・通学手段】 
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（4）環境に配慮した設備の導入状況 

環境に配慮した設備の

導入状況は、「ヒートポンプ

給湯器（エコキュート）」「二

重サッシ・複層ガラスの窓」

が高く、35～37％の回答者

が既に導入しており、それ

以外の設備は低くなってい

ます。 

 

 

 

（5）彦根市の環境に対する現状の満足度と今後の重要度 

彦根市の環境に対する現状の満足度と今後の重要度についてみると、満足度と重要度が高いのは「8 空気

のきれいさ」で良好な環境が維持されていると考えられます。 

一方、「11 まちや公園での散在性ごみ（ポイ捨て）の状況」や「17 自動車による交通渋滞の状況」、「18 鉄

道・バスの利用しやすさ」は、重要度が高い一方で満足度が低く、改善が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
満足度（重要度） = 「【満足】の回答数×２」＋「【やや満足】の回答数×１」＋「【不満】の回答数×－２」＋「【やや不満】の回答数×－1」 

/ 回答者総数 

  

12.3%

5.7%

34.6%

5.2%

37.0%

1.7%

0.2%

0.5%

1.7%

0.5%

2.1%

0.7%

22.3%

23.2%

18.5%

9.5%

23.7%

28.2%

58.3%

61.8%

40.8%

77.0%

31.3%

60.9%

6.9%

8.8%

4.5%

7.8%

5.9%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電設備

燃料電池（エネファームなど）

ヒートポンプ給湯器（エコキュートなど）

太陽熱温水器

二重サッシ・複層ガラスの窓

その他の再生可能エネルギーを活用した設

備や、高効率の設備を導入している

すでに導入している 今後導入する予定である 予定はないが導入してみたい 導入するつもりはない 無回答

1 田畑、雑木林などの身近な緑の豊かさ
2 河川や湖の水のきれいさ
3 水辺や野山に生息する生きものの種類や数の多さ
4 身近な広場や公園の緑の豊かさ
5 街中の歩きやすさ、自転車の乗りやすさ
6 まちなみの景観の美しさ
7 歴史・文化的資産の保護・保全状況
8 空気のきれいさ
9 静かさ（騒音がない）

10 空地・空き家の管理状況（適切な管理がされているか）
11 まちや公園での散在性ごみ（ポイ捨て）の状況
12 ごみ出しのマナーの状況
13 ごみ収集・処理の状況
14 ごみの減量・リサイクルの状況
15 省エネルギーの推進状況（節電や省エネ機器の普及状況）
16 再生可能エネルギーの利用状況（太陽光発電等の普及状況）
17 自動車による交通渋滞の状況
18 鉄道・バスの利用しやすさ
19 地域の美化活動の実施状況
20 環境保全イベント等の開催状況（開催数やイベント等の内容）

21 環境の状況や施策に関する市からの情報提供
22 近所の人と交流、暮らしやすさ

1

2

3

4

5
6

7

8

9

10

11 12

13
14

15

16

1718

19

20

21

22

0

1

2

-2 -1 0 1 2

満足度 

重
要
度 

高
← 

→
低 

低← →高 

11 まちや公園での散在性 

ごみ（ポイ捨て）の状況 

17 自動車による交通 

渋滞の状況 

18 鉄道・バスの利用 

しやすさ 

地域の自然や歴史・文化に関する満足度につ

いてみると、「田畑、雑木林などの身近な緑の豊か

さ」の満足度（満足、やや満足を足した割合）が最

も高くなっています。 

一方、「街中の歩きやすさ、自転車の乗りやす

さ」は満足度が最も低くなっています。 

22.7%

8.1%

7.8%

13.3%

5.2%

6.6%

11.1%

34.4%

28.7%

22.5%

30.8%

17.5%

27.3%

34.1%

0% 20% 40% 60%

田畑、雑木林などの身近な緑の豊かさ

河川や湖の水のきれいさ

水辺や野山に生息する生きものの種類や数の多さ

身近な広場や公園の緑の豊かさ

街中の歩きやすさ、自転車の乗りやすさ

まちなみの景観の美しさ

歴史・文化的資産の保護・保全状況

満足 やや満足
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（６）環境に関する取組 

環境に関する取組の実施状況についてみると、「いつもしている」の割合が最も高かったのは「買い物袋を

持参し、レジ袋をできるだけもらわない」で、約 81％の回答者が実施しています。 

一方、「やらない」の割合が最も高かったのは「雨水利用を行っている」で、約 35％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「いつもしている」の割合が高い上位 3 項目と、「やらない」の割合が高い上位 3 項目を整理 

 

 

（７）市（行政）の施策として特に期待する取組 

彦根市の環境を良くするために、市（行政）の施策として特に期待する取組は、「琵琶湖や河川などの水辺

や農地など自然環境の保全」が最も高く半数以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

81%

79%

76%

5%

3%

18%

14%

9%

19%

6%

9%

16%

3%

2%

4%

18%

26%

22%

1%

6%

35%

27%

23%

3%

34%

35%

21%

0%

1%

0%

2%

1%

0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

買物袋を持参し、レジ袋をできるだけもらわない

廃油や食べ残しを排水溝に流さない

リサイクル商品やシャンプーなどの詰替え商品など環境への負荷

の少ない商品などを優先的に購入している

雨水利用を行っている

身近な生きものを守る活動をしている

緑のカーテンやガーデニングをしている（夏のみを含む）

いつもしている ときどきしている 今後はやりたい やらない あてはまらない 無回答

57.1%

18.7%

10.2%

40.5%

27.3%

32.2%

21.6%

15.9%

33.4%

20.9%

6.9%

2.8%

1.4%

琵琶湖や河川などの水辺や農地など自然環境の保全

貴重な動植物の保全や外来生物の駆除など生物多様性の保全

シカ、イノシシ、サルなどの獣害対策

歴史的建造物、歴史的景観、文化財などの保護

地球温暖化対策（再エネ・省エネ・節電の推進など）の取組を支援する

大気汚染、水質汚濁、騒音・振動、悪臭などの防止対策の強化

ごみの分別・リサイクル活動の推進

食品ロス（まだ食べられるのに捨てられる食品）削減の推進

身近な公園や街路樹など緑化・緑地の整備・維持管理

公共交通機関や自転車の利用促進

環境学習など学びの取組、環境イベントなどの情報提供

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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２ 事業者 

（１）調査概要 

調査対象 市内の無作為に抽出した 130 の事業所 

調査時期 令和 2 年(2020 年)3 月 23 日～4 月 10 日 

配布回収方法 郵送 

配布数 130 通    ［参考 前回平成 21 年（2009 年）調査時 130 通］ 

回収数 78 通     ［参考 前回平成 21 年（2009 年）調査時 66 通］ 

回収率 60.0％    ［参考 前回平成 21 年（2009 年）調査時 50.8％］ 

 

（２）回答者の属性 

業種は、「製造業」が最も高く 29.5％、次いで「小売業」が 20.5％となっています。 

従業員数は、「10～29 人」が最も高く 26.9％、次いで「4～9 人」が 19.2％となっています。 

事業所部分の延べ床面積は、「100m2以上 300m2未満」が最も高く 23.1％、次いで「3,000m2以上」が 20.5％

と高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）環境に配慮した設備の導入状況 

環境に配慮した設備の

導入状況は、「LED 照明」

が最も高く 59％、次いで

「空調・OA 機器などの省エ

ネ型業務用機器」が 35.9％

となっています。 

 

 

  

建設業 9.0%

製造業

29.5%

電気・ガス・

水道業 1.3%

運輸業 3.8%

金融・保険業

5.1%

卸売業 3.8%

小売業 20.5%
教育・学習

支援業 1.3%

不動産業

3.8%

飲食店 3.8%

宿泊業 2.6%

医療・福祉

1.3%

サービス業

6.4%

複合サービス事業 1.3%

その他 3.8% 無回答 2.6%

【業種】 

１～３人

17.9%

４～９人

19.2%

10～29人

26.9%

30～49人

14.1%

50～99人

10.3%

100～299人

5.1%

300～499人

1.3%
500人以上

5.1% 30㎡未満

9.0%

30㎡以上

100㎡未満

15.4%

100㎡以上

300㎡未満

23.1%

300㎡以上

1,000㎡未

満 12.8%

1,000㎡以

上3,000未

満 16.7%

3,000㎡以

上 20.5%

無回答

2.6%

【従業員数】 【延べ床面積】 

23.1%

2.6%

19.2%

35.9%

12.3%

59.0%

10.3%

7.7%

1.3%

1.3% 3.8%

10.3%

2.1%

15.4%

3.8%

1.3%

26.9%

20.5%

17.9%

37.2%

11.6%

11.5%

41.0%

24.4%

41.0%

64.1%

48.7%

11.5%

20.5%

6.4%

34.6%

56.4%

7.7%

11.5%

10.3%

5.1%

53.4%

7.7%

10.3%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１ 太陽光発電システム（ソーラーパネル）

２ コージェネレーションシステム

３ 高性能なボイラーやコンプレッサーなどの

高効率機器

４ 空調・ＯＡ機器などの省エネ型業務用機器

５ エネルギー管理システム（デマンドコント

ロールシステム、BEMSなど）

６ LED照明

７ 複層ガラスサッシ・二重窓

８ 屋上緑化・緑のカーテン

すでに導入している 今後導入する予定である 予定はないが導入してみたい 導入するつもりはない 無回答
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（４）環境に関する取組 

環境に関する取組の実施状況についてみると、「照明や水道の節約」「事業所内の資源ごみ分別収集」「冷

暖房のこまめな調整」についてはほぼ全ての事業所で取り組まれています。 

一方、「取り組んでいない」の割合が最も高かったのは「マイカー通勤の自粛」で、71.8％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「取り組んでいる」の割合が高い上位 3 項目と、「取り組んでいない」の割合が高い上位 3 項目を整理 

 

（５）他団体との連携状況 

環境保全のため、すでに 30.8％の事業者が他の団体と連携しています。 

連携している団体は「県や市などの自治体」が多く、活動内容の半数以上が「清掃美化活動」となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

33.3%

20.8%

25.0%

8.3%

45.8%

25.0%

62.5%

16.7%

森林（竹林を含む）保全活動

生物保全活動

水環境保全活動

大気保全活動

廃棄物やリサイクル活動

地球温暖化対策やエネルギーに関する活動

清掃美化活動

緑化活動

0% 20% 40% 60% 80%

94.9%

93.6%

87.2%

17.9%

20.5%

30.8%

3.8%

5.1%

9.0%

71.8%

61.5%

59.0%

1.3%

1.3%

3.8%

10.3%

17.9%

10.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

照明や水道の節約

事業所内の資源ごみ分別収集

冷暖房のこまめな調節

マイカー通勤の自粛

ボランティア休暇など、職員の環境などのための自主的な行動を

支援する組織制度の運用

環境に関する基金・団体の設置または支援

取り組んでいる 取り組んでいない 業務内容と関係ない 無回答

すでに活動

している

30.8%

今後、活動したい

14.1%

機会があ

れば活動

したい

26.9%

活動する

予定がな

い 26.9%

無回答

1.3%

【連携状況】 

【連携している団体】 

【活動内容】 

50.0%

29.2%

16.7%

29.2%

20.8%

12.5%

県や市などの自治体

自治会

学校などの教育機関

環境保全活動団体

貴事業所以外の企業

その他

0% 20% 40% 60% 80%
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活動を実施するにあたって、よかったことについてみると、「社会・地域とつながることができる充実感や満足

感を得られる」が最も高く約 70.8％、次いで「地域や社会の課題が少しでも解決される」が 62.5％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）市（行政）の施策として特に期待する取組 

彦根市の環境を良くするために、市（行政）の施策として特に期待する取組は、「琵琶湖や河川などの水辺

や農地など自然環境の保全」が最も高く半数以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

71.8%

25.6%

42.3%

34.6%

19.2%

21.8%

16.7%

24.4%

14.1%

1.3%

1.3%

2.6%

琵琶湖や河川などの水辺や農地など自然環境の保全

貴重な動植物の保全や外来生物の駆除、獣害対策など生物多様性の保全

歴史的建造物、歴史的景観、文化財などの保護

地球温暖化対策（再エネ・省エネ・節電の推進など）の取組を支援する

大気汚染、水質汚濁、騒音・振動、悪臭などの防止対策の強化

ごみの分別・リサイクル活動の推進

食品ロス（まだ食べられるのに捨てられる食品）削減の推進

公園や街路樹など緑化・緑地の整備・維持管理

公共交通機関や自転車の利用促進

環境学習など学びの取組、環境イベントなどの情報提供

その他

無回答

0% 20% 40% 60% 80%

33.3%

20.8%

70.8%

62.5%

20.8%

20.8%

50.0%

人間関係や交友関係が広がる

人間関係が豊かになる

社会・地域とつながることができる充実感や満足感を得られる

地域や社会の課題が少しでも解決される

ものの見方や考え方が広がる

社員の知識や技術が向上する

社会的な評価が得られる

0% 20% 40% 60% 80%
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３ 中学生 

（１）調査概要 

調査対象 市内に通う中学生（市内 7 中学校 2 年生 1 クラス毎） 

調査時期 令和 2 年(2020 年)11 月 1 日～11 月 18 日 

配布回収方法 直接配布 

配布・回収数 188 通    ［前回平成 21 年（2009 年）調査時 683 通※小学生含む］ 

 

（２）環境を守ることや取組についての考え方 

環境を守ることへの考え方について、「環境を守ることは、生活のなかで大切なことだ」が最も高く 74.5％で、

次いで「環境を守ることは、生活のなかで一番大切なことだ」が 22.3％と高くなっています。 

環境を守る取組への考え方について、「環境を守る取組みをできるだけしたい」が 83.5％で大半を占めてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）関心をもっている環境問題 

関心をもっている環

境問題は「地球温暖化」

が最も高く 71.8％で、次

いで「川や湖などの水

が汚れること」が 64.9％

と高くなっています。 

 

 

  

【環境を守ることへの考え方】 【環境を守る取組への考え方】 

環境を守ること

は、生活のなか

で一番大切なこ

とだ 22.3%

環境を守ることは、生活のなか

で大切なことだ 74.5%

環境を守ることは、生活

のなかでそれほど大切

ではない 2.7%

環境を守ることは、大

切ではない 0.5%

環境を守る取

組みをたくさん

したい 9.0%

環境を守る取組みをで

きるだけしたい 83.5%

環境を守る取組みはあ

まりする気がない 5.9%

環境を守る取組みは

する気がない 1.6%

64.9%

63.8%

46.8%

10.6%

14.9%

12.2%

40.4%

11.2%

71.8%

2.1%

2.7%

川や湖などの水が汚れること

ポイ捨てなどのごみ問題

空気が汚れること

夜のまちの明かり

騒音や振動問題

身近な広場や公園が少ない

自然環境がこわれること

道路の渋滞

地球温暖化

その他

無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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（４）環境に関する取組 

環境に関する取組の実施状況についてみると、「いつもやっている」の割合が最も高い項目は、「ポイ捨てを

しないようにしている」となっており、回答者の大半が実施しています。 

一方、「やっていない」の割合が高い項目は「美化活動に参加している」で、44.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「いつもやってる」の割合が高い上位 3 項目と、「やっていない」の割合が高い上位 3 項目を整理 

 

（５）今後参加したい活動 

今後参加したい活動は、「花や木を植える緑化や森林の整備」が最も高く 28.7％、次いで「新聞・ダンボール

などの資源回収」が 24.5％と高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

22.9%

28.7%

19.7%

11.2%

24.5%

5.3%

9.6%

18.6%

2.1%

12.8%

公園や身近な河川の掃除

花や木を植える緑化や森林の整備

身近な生き物などの調査

自然観察会

新聞・ダンボールなどの資源回収

ごみ、下水処理場などの施設見学

環境に関する学習会

参加したくない

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

88.8%

75.0%

74.5%

5.9%

12.8%

10.1%

8.0%

16.0%

18.1%

34.0%

35.1%

23.9%

1.6%
0.5%

6.4%

44.1%

38.8%

28.7%

1.6%

7.4%

14.9%

12.8%

35.1%

1.1%

0.5%

1.1%

0.5%

2.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ポイ捨てをしないようにしている

ごみは「燃やすごみ」、「容器包装プラスチック」、資源物などにき

ちっと分けて出している

洗顔や歯をみがくときは水を出しっぱなしにしない

美化活動に参加している

地球温暖化による気候変動から、災害が多発しているため、避難

する場所を確認したり、食べものなどの準備をしている

ノートや鉛筆などは、リサイクル製品（再生紙など）を買うようにし

ている

いつもやっている 時々やっている やっていない わからない、該当しない 無回答
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資料５ 彦根市の環境関連団体 

団体 活動概要 

1 泉エコーくらぶ 

活動分野：地域環境資源の保全 

活動拠点：日夏泉地区 

毎月第 3 日曜日を「エコーの日」と定め、花いっぱい運動や水路の

清掃、水車の維持管理を行っています。 

この他、ホタルの観察会など世代間での交流を増やし、ふるさとの

魅力を次世代へ受け継ぐ取組も行ってます。 

2 犬上川開出今地区竹林愛護会 

活動分野：地域環境資源の保全 

生活環境の保全 

活動拠点：犬上川左岸河川敷 

犬上川左岸河川敷の竹林間伐による環境整備を行っています。 

この他、墓地周辺の整備や県立大通学路の防犯、ごみの不法投棄

の解消、高水寺の遊水池確保なども行っています。 

3 快適環境づくりをすすめる会 

活動分野：地域環境資源の保全 

活動拠点：- 

「うるおい」や「やすらぎ」のある快適な環境をつくり育てていくため、

自然観察会や環境保全に関する啓発活動を通じて、市民の環境

への意識高揚を図っています。 

4 荒神山を愛する仲間の会 

活動分野：地域環境資源の保全 

活動拠点：荒神山 

荒神山の不法投棄や散乱ごみをなくすため、ウォーキング時にごみ

を拾ったり、1、2 ヵ月に１回一斉清掃を行っています。 

5 芹川を美しくする会 

活動分野：地域環境資源の保全 

活動拠点：芹川 

芹川の恵みや芹川流域の自然の素晴らしさを再発見し、その豊か

な自然を後世に伝えるため、環境美化に取り組み、ホタルの観察会

や水の中の生物観察会など、自然にふれ親しむ活動や、自然を守

るための啓発活動などに取り組んでいます。 

6 彦根市環境保全指導員連絡会

議 

活動分野：地域環境資源の保全 

生活環境の保全 

活動拠点：市内の河川・水路 

「生活排水対策推進計画」に基づき、生活排水に関する啓発を地

域において推進する指導者として市に認定された指導員から形成

されています。 

市内の河川水路の水質調査・ホタルの調査や、小学校への環境出

前講座など、身近な水環境における環境啓発を実施しています。 

7 彦根市自然観察の会 

活動分野：地域環境資源の保全 

活動拠点：湖東地域、彦根城周

辺 

彦根を中心とした湖東地域において、自然観察会など自然にふれ

親しむ活動や自然を大切に守っていくための啓発活動、自然調査

活動などに取り組んでいます。また、「彦根城オニバスプロジェクト」

を組織し、貴重なオニバスの保全も行っています。 

8 彦根山草会 

活動分野：地域環境資源の保全 

活動拠点：‐ 

貴重な山野草などの保護を目的とした栽培技術の研究活動や、春

と秋に山野草の展示会や鉢植え教室を開催しています。展示会で

のチャリティ販売の売り上げの一部を社会福祉協議会へ寄付して

います。 

9 平田川沿いに「桜の通り抜け」を

造る会 

活動分野：地域環境資源の保全 

活動拠点：平田川周辺 

平田川沿いに「八重桜の通り抜け」をオーナー制で造成し、桜の手

入れや花壇の造成、草刈り、ゴミ拾いなどを通じて、景観の向上と

河川の美化、また、住民同士のつながり作りを行っています。 

10 

 

NPO 法人彦根景観フォーラム 

活動分野：地域環境資源の保全 

人づくり 

活動拠点：‐ 

美しい自然環境と歴史的遺産を持つ彦根の景観を、住民と共に考

え、活かし、文化の担い手という意識を高めながら、守り育て、慈し

み、未来に向けて働きかけていくことを目的に、「まちづくり推進」

「環境保全」「社会教育推進」「これからの活動を行う団体の運営や

活動への助言及び援助」などを行っています。 

11 彦根雨壺山・護林会 

活動分野：地域環境資源の保全 

       生活環境の保全 

活動拠点：雨壺山 

市街地の真ん中の里山・雨壺山の維持管理・環境整備を行ってい

ます。「美林を残そう後世に」を合言葉に里山体験や森林浴ができ

る緑豊かな森づくりをしています。 
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 団体 活動概要 

12 彦根ボランティアガイド協会 

活動分野：地域環境資源の保全 

人づくり 

活動拠点：彦根城周辺 

彦根城及びその周辺の観光地を訪れる方々に、彦根への理解と愛

着を深めてもらうため、郷土の歴史文化や自然風土をボランティア

精神で案内するほか、指定管理者制度に基づき、彦根市俳遊館の

管理・運営を行っています。 

13 CanDo かわせ 

活動分野：地域環境資源の保全 

生活環境の保全 

活動拠点：JR 河瀬駅周辺 

JR 河瀬駅ホーム東で荒れ地となっていたスペースを整備し、年に 2

回花苗を植えています。また、駅周辺の清掃活動や駅舎 2 階の通

行路にある市のギャラリースペースに掲示板 2 台を設置し、近隣の

保・幼・小・中・高各校や地域住民などの作品を展示しています。 

14 須越町紅葉会 

活動分野：生活環境の保全 

活動拠点：野田沼公園、琵琶湖

湖岸 

毎月第 2 水曜日に野田沼公園で空き缶やペットボトルなどの散在

性ごみを回収しています。時には、不法投棄の自転車やテレビなど

の大型ごみの回収も行っています。 

この他、第 3 水曜日には、琵琶湖湖岸の清掃作業も行っています。 

15 西肥田にこちゃんクラブ 

活動分野：生活環境の保全 

活動拠点：道路、宇曽川堤防 

道路や宇曽川堤防を清掃する淡海エコフォスター活動を継続する

とともに、ごみゼロの日、びわ湖の日、環境美化の日の美化活動に

参加しています。 

16 ボランティア久留実の会 

活動分野：生活環境の保全 

活動拠点：県道、愛知川堤防 

美化活動として、毎月自治会役員と一緒に県道 3 線のごみ収集と

愛知川堤防の不法投棄の回収を隔月ごとに実施しています。 

この他、行政主催のごみゼロ運動への参加や、80 歳以上の独居老

人および 84 歳以上の高齢者を対象としたふれあいサロンを年 4 回

開催しています。 

17 大薮女性の会 

活動分野：循環型社会の構築 

活動拠点：‐ 

生ごみ処理のボカシ肥料作りを行っているほか、着なくなった洋服

や不用品の再利用などエコ活動にも取り組んでいます。 

18 彦根市老人クラブ連合会 

活動分野：循環型社会の構築 

活動拠点：‐ 

中老人福祉センター周辺の除草や花植え、リサイクル活動としてバ

ザーを実施しています。また、各老人クラブでは公共施設や神社・

仏閣の除草や清掃を定期的に実施しています。 

19 

 

日夏里エコクラブ 

活動分野：循環型社会の構築 

活動拠点：‐ 

簡易生ごみ処理普及啓発団体 

20 レイカエコくらぶ 

活動分野：循環型社会の構築 

活動拠点： 

簡易生ごみ処理普及啓発団体 

21 甲崎笑エコとクラブ 

活動分野：循環型社会の構築 

活動拠点：‐ 

簡易生ごみ処理普及啓発団体 

22 

 

エコサークルかつとり 

活動分野：循環型社会の構築 

活動拠点：‐ 

簡易生ごみ処理普及啓発団体 

23 日赤奉仕団薩摩エコクラブ 

活動分野：循環型社会の構築 

活動拠点： 

簡易生ごみ処理普及啓発団体 

24 

 

上後三条町自治会赤備会 

活動分野：循環型社会の構築 

活動拠点：‐ 

簡易生ごみ処理普及啓発団体 
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資料６ 計画の策定体制と経緯 

１ 計画の策定体制 

【彦根市環境審議会 委員名簿】 

(敬称略) 

役 職 委 員 名 所 属 など 備考 

委員 植田 洋治 彦根市環境指導員連絡会議 
市民団体 

（1 号委員） 

会長 上河原 献二 
滋賀県立大学 環境科学部 

環境政策・計画学科教授 

学識経験を有する者 

（2 号委員） 

委員 柴田 幸弘 認定農業者 
事業者 

（4 号委員） 

委員 田中 敬太郎 
（株）ブリヂストン 彦根工場 

総務部 総務課 

事業者 

（4 号委員） 

委員 田中 治男 公募市民 
市民 

（4 号委員） 

委員 田中 縁 彦根自然観察の会 
市民団体 

（1 号委員） 

委員 
内藤 幹滋 

仁科 克巳 
滋賀県湖東環境事務所長 

関係行政機関の職員 

（3 号委員） 

委員 西川 嘉英 
夏原工業（株） EP 事業本部 

事業本部長 

事業者 

（4 号委員） 

副会長 方 蘇春 聖泉大学 人間学部 教授 
学識経験を有する者 

（2 号委員） 

委員 松下 京平 
滋賀大学 経済学部 

社会システム学科 教授 

学識経験を有する者 

（2 号委員） 
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２ 策定の経緯 

年 月 日 会 議 など 主な検討内容 

令和元年(2019 年) 

11 月 26 日 

令和元年第 1 回 

彦根市環境審議会 

・第 3 期彦根市環境基本計画および地域行動計

画の概要について 

・計画の基本的事項について 

・アンケート調査について 

・彦根市土砂などによる土地の埋立てなどの規制

に関する条例（素案）について 

令和 2 年（2020 年） 

2 月 26 日 

令和元年第 2 回 

彦根市環境審議会 

・彦根市環境基本計画および地域行動計画評価

報告書（案）について 

・アンケート調査について 

令和 2 年（2020 年） 

7 月 30 日 

令和 2 年第 1 回 

彦根市環境審議会 

・第 3 期彦根市環境基本計画および地域行動計

画の概要 

・アンケート調査結果概要 

・環境像と施策体系について 

・地域行動計画（重点行動）について 

令和 2 年（2020 年） 

11 月 16 日 

令和 2 年第 2 回 

彦根市環境審議会 

・第 1 回環境審議会意見への対応について 

・第 3 期彦根市環境基本計画および地域行動計

画素案について 

令和 3 年（2021 年） 

1 月 19 日 

令和 3 年第 3 回 

彦根市環境審議会 

・第 2 回環境審議会意見への対応について 

・第 3 期彦根市環境基本計画および地域行動計

画素案について 

令和 3 年（2021 年） 

1 月 20 日 
答申 

第 3 期彦根市環境基本計画および地域行動計画

（素案） 

令和 3 年（2021 年） 

1 月 21 日 

～2 月 22 日 

意見公募の実施 ・意見数 2 人 15 件 

 

３ 意見公募の結果 

（１）意見募集期間：令和 3 年（2021 年）1 月 21 日（木）～令和 3 年（2021 年）2 月 22 日（月） 

（２）意見提出者数及び意見件数 

  ①提出者数   2 人 

  ②提出意見数 15 件（このうち、計画を修正したもの 4 件） 
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用語解説

【ア行】 

 

エコツーリズム 

自然環境や歴史文化などの地域資源を対象と

し、それらを活かした体験活動や観光を通し

て、地域の自然環境や歴史文化の保全性と持

続可能性を考慮する旅行やレクリエーション

のあり方のこと。 
 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

平成 27 年(2015 年)9 月に国連サミットで採

択された、持続可能な世界を実現するための

17の目標と169のターゲットで構成される国

際社会共通の目標。 

 
温室効果ガス 

二酸化炭素（ＣＯ2）、メタン（ＣＨ4）、亜酸化

窒素（Ｎ2０）、フロンなど、気体のうち赤外線

（熱）を吸収する能力を持つもののこと。 
 

【カ行】 
 

外来種 

意図的・非意図的を問わず人為的に、自然分

布域外へ移動させることにより、その自然分

布域の外に生育または生息する生物種のこと。 
 

合併処理浄化槽 

し尿などの生活排水を、微生物の働きなどを

利用して浄化する施設のことを浄化槽といい、

し尿だけを浄化する単独処理浄化槽に対し、

し尿と炊事、風呂、選択などの排水を併せて

浄化する施設を合併処理浄化槽という。 
 

クールシェア 

オフィスや家庭での節電につなげる取組「ク

ールビズ」からさらに一歩踏み込み、家庭の

エアコンなどを消して公共施設などのクール

シェアスポットに出かけ、涼しい場所をみん

なでシェアすることで節電につなげる取組の

こと。 
 
ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ（クールチョイス) 

令和 12 年度(2030 年度)に温室効果ガスの排

出量を平成 25 年度(2013 年度)比で 26％削減

するという国の目標達成のために、省エネ・

高効率製品への買換えやライフスタイルの選

択など、地球温暖化対策を進めるための「賢

い選択」をしていく取組。 

 
 

光化学スモッグ 

工場の煙や自動車の排気ガスなどに含まれ

る硫化・窒素酸化物などが太陽光によって

変化した有害物質「光化学オキシダント」の

濃度が高く、空が白く「もや」がかかった状

態のこと。目や呼吸器系などへの悪影響が

懸念されている。 
 

【サ行】 

 

里地里山 

集落と、その周辺にある農地やため池、管理

されている身近な山林などからなる地域の

こと。 
 
三方よし!!でフードエコプロジェクト 

近江商人たちが昔から大切にしていた売り

手よし・買い手よし・世間よしの「三方よし」

の精神をもとに、事業者・団体・行政等が協

力して食品ロスを減らす県民運動のこと。 
 

三方よしフードエコ推奨店認定制度 

滋賀県が進める「三方よし!!でフードエコ

プロジェクト」の取組の一つで、食品ロス削

減に取り組む飲食店、宿泊施設、食料品小売

店を「三方よしフードエコ推奨店」として登

録し、その取組を広く紹介する制度。 

 

“しが CO2 ネットゼロ”ムーブメント 

滋賀県が国内外の地球温暖化対策の動きと

協調し、2050 年までに二酸化炭素の排出量

を実質ゼロにすることを目指し、県民、事業

者等多様な主体と連携して取組を進めてい

くための宣言とその取組のこと。令和 2 年

(2020 年）1月に宣言された。 

 

食品ロス 

まだ食べられるのに廃棄される食品のこと。 

 

３Ｒ 

ごみを減らすための「リデュース（排出抑

制）」、「リユーズ（再使用）」、「リサイクル（再

資源化）」の頭文字（Ｒ）を取った 3 つの行

動の総称。 

 

生活排水 

し尿と日常生活に伴って排出される台所、選

択、風呂などからの排水をいう。「生活排水」

のうちし尿を除くものを「生活雑排水」とい

う。 
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生物多様性 

生態系・生物群系または地球全体に、多様な

生物が存在していることを指し、生態系の

多様性、種の多様性、遺伝子の多様性から構

成される。 

 

ＺＥＨ（ゼッチ） 

Net Zero Energy House の略。住宅の高断熱

化や高性能設備の導入によって、快適な室

内環境を維持しつつ大幅なエネルギー消費

量の削減を行うと同時に、太陽光発電など

によって創られたエネルギーを活用するこ

とで、年間のエネルギー消費量の収支を概

ねゼロとする住宅のこと。 

 

ＺＥＢ（ゼブ） 

Net Zero Energy Building の略。オフィス

ビルなどを中心とする業務部門におけるエ

ネルギー消費量を、建築物・設備の省エネ性

能の向上、再生可能エネルギーの活用など

により削減し、年間のエネルギー消費量が

正味（ネット）でゼロ又は概ねゼロとなる建

築物のこと。 

 

【タ行】 

 

地域循環共生圏 

環境対策を進める上で地方と都市が互いに足

りないものを補い、地域を元気にするような

取組が行われている圏域のこと。 
 

地球温暖化 

産業革命以降、温室効果が必要以上に高まっ

たことにより、地表面から放射される熱の吸

収が増え、地球規模での気温上昇が進行して

いる現象のこと。 
 

地産地消 

「地域生産、地域消費」の略語。地域で生産

された農林水産物などをその地域で消費する

こと。 
 

出前講座 

市職員などが市民や事業者、学校などの希望

に応じて出向き、市の施策や取組などについ

て説明すること。 
 

【ハ行】 

 

パーク・アンド・バスライド 

市街地や観光地などの交通渋滞緩和のため、

駅やバス停に隣接した駐車場に自動車を止め、

路線バスなどの公共交通に乗りかえて目的地

へ移動する方法のこと。 

本市の場合、彦根インターチェンジから彦根

城までの慢性的な交通渋滞の緩和を図ること。 
 
パリ協定 

平成 27 年（2015 年）12 月 12 日に採択され

た、気候変動抑制に関する多国間の国際的な

協定で、世界共通の長期目標として、世界的

な平均気温の上昇を産業革命以前に比べて 2

度より十分下方に抑えるとともに、1.5 度に

抑える努力をする国際的な約束のこと。 

 

微小粒子状物質（ＰＭ2.5） 

大気中に浮遊している直径 2.5μm以下の非

常に小さな粒子のこと。大気汚染の原因の

一つであり、呼吸器系など健康への悪影響

が懸念されている。 

 

【マ行】 

 
マイクロプラスチック 

紫外線や波風の影響で劣化した 5mm 以下の

プラスチックのこと。含有・吸着する化学物

質が食物連鎖に取り込まれ、生態系に及ぼ

す影響が懸念されている。 
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